
 参 考  

非常通信と協議会組織等について 

１ 非常通信とは 

地震、台風、津波などの自然災害や火災、爆発事故などの災害が発生した時に、

人命の救助や災害の救援などを目的に行われる極めて重要な通信です。 

また、電波法第７４条の規定により、総務大臣は必要に応じて無線局に非常通信

の取扱いを求めることができます。 
 

２ 非常通信協議会の目的について 

非常通信の円滑な運用を図るためには、平素から非常通信計画の策定、通信訓

練の実施、その他非常通信に関する周知・啓発に取り組むことが必要です。このた

め、昭和２６年７月に設立された団体が非常通信協議会（略称：非常協）です。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 東北地方非常通信協議会について 

（１）  東北地方における非常通信の円滑な運用を図ることを目的として、昭和２６

年８月に設立され、国の機関、地方自治体、電気通信事業者、放送事業者など

の無線局開設者や非常通信と密接に関係のある機関などで構成されており、

平成２９年度末現在、２２４団体で構成されています。 

（２）  同協議会では、非常通信計画の策定や非常通信訓練の実施、非常時におけ

る通信確保のための通信体制、通信施設の点検等を行っています。また、非常

通信に関してご功績のあった方々を表彰しています。 

＜事務局＞ 

総務省総合通信基盤局基幹・衛星移動通信課重

要無線室 

地方総合通信局陸上課 

※地区非常協は、都道府県単位に地方非常協の

実情に合わせて設置されています。 

地区非常協 

地方非常協 
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中央非常協 
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